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論文
豆満江 "NET"の形成と破壊
西 重
?
はじめに
沿海州が帝政ロシアの領土とされたのは1860年の北京条約によってであ
り，豆満江（図側江）が中国と朝鮮との国境に定められたのは1909年の間島
協約（間島に関する日清協約）によるものである。今日においても，北朝鮮
（朝鮮民主主義人民共和国）の咸鏡道，中国吉林省延辺（かつての間島），ロ
シア沿海州南部で形成される豆満江地域が， 3国にまたがったままである状
態は，まさに前世紀からの環日本海地域における帝国主義時代の一つの遺産
である。
近年，豆満江地域の当事国では，このような負の遺産を逆にこの地域の経
済開発に役立てようとする動きが始まっている。豆満江地域のボーダレス化
に向けた試みである。 1995年12月には，中国，北朝鮮，ロシアの 3国による
「豆満江地域開発調整委員会」の 1年目の議長国である中国がその意向を表
明したのに続いて，翌年2月には，北朝鮮がさらに具体的にボーダレス化を
提案している。朝・中国境の元汀橋と朝・ロ国境鉄道橋のボーダレス化であ
る。
このような朝・中両国の試みは，現実には豆満江地域は 3国の領域にまた
がっているが，この地域は歴史上 "NET(Natural Economic Teritory)"で
あるという考え方に基づいている。この考え方によると，ボーダレス化で3
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国の地域間の相互補完関係を回復させるだけで，一定の経済発展をなし遂げ
ることが可能である％この"NET"論による経済開発は，かつてこの地域が
経験した紛争や緊張を繰り返すことなく，しかも開発に必要な初期投資を最
少限に押えることができるというきわめて大きなメリットをもっている。こ
のようなメリットを生かした豆満江地域の経済開発は，環日本海地域全体の
経済発展にも大きく貢献するものである。
この小論は，豆満江 "NET"の形成と破壊の過程を明らかにすることによ
って，その再生と環日本海経済の発展との関係を考えようとするものである。
1. 間島協約後の間島（延辺）と咸鏡道2)
1909年（明治42年）に日本と清国との間で結ばれた間島協約では，第1条
によって，白頭山（長白山）頂の定界碑を起点として石乙水と豆満江をもっ
て清国と朝鮮との国境とすると定められた3)。しかし，間島協約全体をとおし
てみれぱ，第1条の国境画定は形式的なものであって，間島での清国の領土
権を承認するうえでの線引きという意味に近い。第3条では，間島の朝鮮人
には従来のまま居住が認められたし叫第5条では土地や家屋の所有が認め
られた5)。さらになによりも，第5条において，豆満江の渡船による間島と咸
鏡道の人々の国境往来の自由と間島で生産された米穀の朝鮮人による販運お
よび越境柴草伐採の自由が認められている。国境往来に制限が定められてい
るのは，武器を携帯する者の越境と凶年に際しての防穀令の施行だけである。
そのうえ第6条では，吉長鉄道（吉林～長春）を延長して咸鏡道の鉄道と会
寧において連絡させることまでがとり決められた6)。豆満江国境は，経済的に
は事実上なきに等しいものといっても過言ではない。
政治的な国境と経済的ポーダレスという二つの相反する内容をもつ間島協
約は，間島と咸鏡道とが一体の経済圏を形成してきたことを，日・清両国政
府が認めていたことのあかしである。間島協約にきわめて重大な影響を与え
た内藤湖南は，この双方の地域が歴史的にも経済的にも切り離すことのでき
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ない一体性と補完関係を有することを明らかにしている。湖南の研究では，
牡丹江と豆満江との分水嶺である唸爾巴嶺以南の土地すなわち間島は，地勢
と人々の棲息の古址からみて咸鏡道と一体であったとされている”。間島か
ら吉林に向かってはいくつもの大山脈が横たわっているのに対して，咸鏡道
に向かっては黒山山脈一つを越えるだけである。そのうえ，間島の地理的中
心地である龍井村（六道溝・今日の龍井）から咸鏡道の豆満江岸の会寧まで
の距離は，敦化や寧古塔までの3分の 1に過ぎない。このような地勢は，間
島での人々の活動に大きな影響をおよぼしてきた。古址の研究において，人々
の活動が最も盛んであったと考えられる場所は龍井村付近で，吉林に向かう
老頭溝から唸爾巴嶺に到る地域にはただ一つの古址も認められない。このこ
とは，歴史的に間島で活動した人々は咸鏡道と密接にかかわって生活してお
り，寧古塔や敦化地方との関係はきわめて浅かったことをよく表すものであ
る。これは，経済的関係においても明らかに認められている8)。つまり間島の
穀産物は，咸鏡道に輸出される限りにおいて経済的価値をもつのである。か
りに敦化以西の吉林地方に搬出しようとしても，その地方は間島よりもさら
に大規模な穀産地である。このため間島で咸鏡道に対する防穀令が施行され
たとすれば，他ならない間島の住民に多大の経済困難を与えるだけである。
湖南の研究は，双方の地域の補完関係の一部を明らかにしている。このよう
な補完関係は，間島協約の後も維持された。
豆満江国境の自由往来は，上流の茂山郡三下面から豆満江口までの間に104
ヶ所という多くの渡船場で行われただけでなく，冬期の結氷期においては，
到る所で牛馬車が自由に往来，渡江した丸双方の地域から越江通学が行わ
れ，巡回教師による教育も行われた 10)。咸鏡道の医師による間島への巡回診
療，親類や知人の相互訪問はいうまでもなく，結婚も多く行われていた11)。こ
のような関係が維持されたのは，間島に跨境民族としての朝鮮人が定住して
いたからに他ならない。
跨境民族の存在は，経済的補完をより緊密にすることによって，双方の地
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域の経済発展に貢献した。豆満江を越えた補完関係と経済発展との関係を最
もよく表すものが，国境貿易と越江耕作である。 1913年の豆満江岸と鴨緑江
岸の国境貿易は，総額で823,979円であるが，そのうち豆満江岸が占める割合
は，朝鮮側の輸入の65%,輸出の79%,総額の71%である12)。すなわち満州（中
国東北地方）と朝鮮との国境貿易の大半は，間島と咸鏡道との間で行われて
いたことを示している。鴨緑江岸での朝鮮側の輸入品は，人蓼，高梁酒，粟，
小豆，小麦粉，大豆油，金巾，麺子，家具などであるが，人参と高梁酒だけ
で約43%である 13)。朝鮮側の輸出品は，大豆，玉蜀黍，生牛，粟，牛革，白米，
魚類などで，豆油原料としての大豆が約19%を占めて群を抜いている 14)。対岸
の搾油業の発達を物語っており，製品の大豆油を輸入するという貿易構造で
ある。鴨緑江岸の主要輸出入品は，どちらかといえば食糧というよりも商工
業商品である。一方，豆満江岸での朝鮮側の輸入品は，粟だけであるといっ
ても過言ではなく，輸入総額の実に約63%である 15)。ついで木材および板が16
％，焼酒が3%である。輸出品では，対ロシア貿易で繁栄していた慶興での
生牛が約42%と断然 1位である。沿海州南部に住む朝鮮人との取引であった
だろう。生牛を除けば，石油，巻煙草，魚類，布吊類の 4品目で28%である 16)0
豆満江岸の国境貿易においては，朝鮮側の輸入の約49%,輸出の約43%は，
間島との交易で栄えた会寧での取引による17)。いいかえれば，間島は咸鏡道に
人々の主食となる粟を供給し，それによって海産物と外国工業製品を得てい
たことになる。 1908年に外国貿易港として開港された清津港では， 1910年か
ら通過貨物関税免除制度が実施されていたが， 1913年の会寧税関での免税通
過貨物の価格総額は710,730円で，同年の会寧での輸出貿易額の約6倍，豆満
江岸全体の輸出貿易額の約2.5倍に達する18)。清津港と会寧が，いかに中継貿
易によって繁栄したのかをよく表している。会寧での通過貨物の行先は，約
24%が龍井村， 4%が局子街（今日の延吉市）であった19)。間島にとっての咸
鏡道は，最も重要な対外貿易ルートであった。
豆満江の越江耕作は，間島と咸鏡道との農業における補完関係をよく表し
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ている。越江耕作の大半は，咸鏡道の農民が間島の農地を耕作するもので，
逆の場合はきわめて少ない20)。すなわち発展過程にあった間島の農業労働力
需要が，咸鏡道の農村過剰人口を吸収するとともに，食糧生産地としての間
島と消費地としての咸鏡道との労働力の流動性による合理的配分ととらえる
ことができる。越江耕作者には，日帰り耕作者と農繁期に間島に仮住居を建
設して耕作する者とがあり，前者が多数であった21)。1913年の越江耕作者戸数
は，自作農723戸，小作農1,170戸，計1,893戸で，小作農が約62%である22)0
間島での耕作面積は，自作738町歩，小作1,256町歩，計1,994町歩で，小作面
積が約63%である 23)。自作，小作戸数の割合と各々の耕作面積の割合とがほぼ
一致しているのは，自作，小作にかかわらず労働力に適合した耕地が存在し
ていたからであろう。栽培された作物は，粟，大豆，大麦，玉蜀黍などが主
であったが，上流茂山の対岸では，小豆，稗，小麦，馬鈴薯なども栽培され
た24)。1913年の主要作物4種の収穫高は，合計15,255石で，そのうち粟が約51
％，大豆28%,大麦15%,玉蜀黍6%の順である25)。越江耕作の役割が，咸鏡
道の人々の食糧生産にあったことが明らかである。
国境貿易と越江耕作は，この後さらに発展している。清津港の通過貿易額
のめざましい増加は，咸鏡道の鉄道の発達に伴って，間島にとってなくては
ならない対外貿易ルートとしての重要性のさらなる増大を表すものである。
1910年には54万円だった通過貿易額は， 1919年に453万円， 1927年に977万円，
満州事変後の1933年には1,374万円という増加である26)。綿織物，石油，煙草，
靴類，マッチなどの外国工業製品が中継輸送されるとともに，咸鏡道の海産
物が間島に輸出された27)。間島からは，大豆と粟を主とする穀物が輸出され，
木材が中継輸出されている。また1936年頃の咸鏡道の農民の越江耕作は，耕
作者戸数2,046戸，耕作面積4,621町歩である 28)。1913年に比較して，戸数の増
加はわずかだが，耕作面積は2.3倍にも増加している。越江耕作者の自作と小
作の内訳は不明だが， 1戸当たりの平均耕作面積は20数年で約2倍に達して
おり，越江耕作者の中に地主が生まれたり，あるいは間島の地主が咸鏡道に
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居住した可能性などが考えられる。栽培作物は．粟，大豆，大麦，玉蜀黍．
菜豆，馬鈴薯などである29)。このようにして間島と咸鏡道との補完関係は，双
方の経済を発展させながら1945年8月まで存続した30)。
2. 北京条約後の暉春と沿海州南部
北京条約による国境画定は，興凱湖以南については複雑な経過をたどって
いる31)。北京条約の締結交渉におけるロシアの提案した国境線は，興凱湖から
山嶺に沿って瑚布図河口から暉春河と海との間の山脈に沿って豆満江口の上
流20清里の地点に到り，そこから豆満江に沿って江口に達するというもので
あった。しかし，両国の合意は成立せず，北京条約第3条で1861年（咸豊11
年） 4月に両国委員による現地調査を実施すると定め，国境画定を延期して
条約交渉を妥結させている。 1861年6月，両国委員は「興凱湖界約」といわ
れる北京条約追加條款と定界図，国境説明書に調印した。これによってアム
ール河とウスリー河の合流点から豆満江口までの国境が画定され， 8ヶ所に
国境碑が建てられた。土字碑は豆満江口から上流20清里の左岸に建てられた
木碑で，清国側の側面には居住や通行の自由を認める漢文280字が書かれた紙
が貼付されたといわれている。
この時の土字碑の立碑点については後に問題が生じたが，興凱湖界約によ
って暉春は海港であったポシェット湾を失い，吉林省は日本海への出入口を
失ってしまった。だが土字碑の碑文によれば国境地帯での人々の居住や往来
には一定の自由が認められていたことがわかる。一説には国境の発生が地方
住民の生活の支障となることを防ぐために，国境無税貿易地帯が設置され，
以後約半世紀に渡って政治的国境線の両側に経済的中間地帯が維持されたと
いわれている32)。このことは，興凱湖界約が吉林省と沿海州とを経済的には分
離させるものではなかったことを物語っている。
1876年（光緒2年） 9月に両国の地方官による国境の共同調査が行われた
結果，完全な形で存在する国境碑が皆無であることが判明し，翌年に原立碑
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点とみられる地点に同様の形式の国境碑が再建された33)。ところが1879年か
ら翌年にかけて以降，国境の各所で紛争が続発し始め， 1882年末には朝鮮に
近い国境の要衝とされていた黒頂子へのロシア軍の進入と占領という事件が
発生した。清国の抗議と国境調査の要請によって， 1884年にロシア領横道河
において 3回の会議と現地調査が行われた。この時の現地調査でロシア側は，
長嶺子から土字碑の立碑点であった沙草峰までの調査は認めたが，沙草峰以
南の豆満江岸についての調査を拒否している。しかし，この現地調査によっ
て，沙草峰の土字碑立碑点と北京条約追加條款条文記載の立碑点との相違が
発見された。
このような経過において注目すべきことは，清国は沙草峰以南豆満江岸の
ロシアと朝鮮との国境までも調査することによって，朝鮮に対する宗主権を
ロシアにも認めさせようとしている点である。しかし，ロシアは同年に朝鮮
との間に韓露通商条約（京城条約）を結んでおり，清国との共同調査を拒否
している。このことは，豆満江の土字碑から下流の清国船航行権問題を考え
るうえに重要なできごとである。
共同調査実施後の清国とロシアの国境交渉は， 1886年（光緒12年） 4月に
ノウキエフスク（岩杵河）で行われ，土字碑の立碑点と豆満江口に烏字碑を
設置する問題とがもち出されたが，後者は正式議題にはとり上げられなかっ
た叫土字碑の立碑点については，1884年のロシア側の測図による 4万2千分
の1の地図によっても，豆満江口から上流45清里の沙草峰にあることが認め
られて，興凱湖界約との相違が明らかになったため移設することで合意され
た。これによって，土字碑は豆満江口から上流直線距離27清里の地点に移設，
再建された。この国境交渉では，土字碑から下流の豆満江口までの清国船航
行問題が保留されたまま， 8ヶ条からなる議決事項の調印が行われた。これ
が「暉春界約」といわれるもので，土字碑の移設，黒頂子からのロシア軍の
撤退，清国船航行問題を当面保留することなどが定められた。清国船航行問
題については，同年9月になって，ロシア側から清国渾春副都統に対して航
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行許可の公文が通達された。しかし，ロシア政府は，暉春界約の正式追加条
項にすることを認めず，両国地方官による交渉の結果という形で決着させて
いる。
この問題は，近年においても朝・ 中・ロの 3国にかかわる微妙な問題であ
る35)が，当時では清国側交渉代表の呉大激でさえも解決済みと理解していた。
だが，その背景には，清国が土字碑から下流の豆満江国境の一方だけの当事
国であるロシアを交渉相手にすることで，朝鮮に対する宗主権をあくまで固
守しようとする姿勢をみることができる。
清国にとって，瑯春界約は土字碑の豆満江下流への移設という大きな政治
的成果をもたらしたが，国境地域の経済関係には殆ど変化はみられなかった。
国境の自由往来による双方の補完関係は維持されており，このことは，珊春
界約後の瑯春とポシェット湾との密接な関係においてよく表わされている。
瑯春とポシェット湾との関係は，ウラジオストックの自由港が閉鎖された
1909年4月を境とした前後で大きく変化する。瑯春には，ポシェット湾を経
由するものとは別に，もう一つの交易ルートがある。局子街，敦化を経由し
て吉林に到る吉林街道である。だが，龍井村や局子街とは別に，暉春河下流
域にひろがる瑯春平野を中心とする独自の商業圏を形成した瑯春の繁栄に
は，ポシェット湾の存在が大きかった。それだけに北京条約で沿海州を失っ
たことは暉春にとって痛手ではあったが，興凱湖界約の国境往来の自由によ
って，ポシェット湾を海港として利用することができた。むしろ1900年の北
清事変でのロシア軍の侵略が，戦乱と交易ルートの途絶という二重の大打撃
をもたらした。ところが瑠春の復興には，この時のロシア軍が砲車の侵攻の
ために整備した道路が逆に大きな役割を果たした。ポシェット，ノーキエフ
スク，ハンシなどの港や街から，国境の長嶺子を越えて大量の貨物が輸送さ
れた。自由港ウラジオストックに輸入された諸外国の工業製品は，ロシアの
沿岸航路でポシェット港に陸揚げされ，瑠春に輸入された。日本製，上海製，
米国製，英国製などの金巾，米国製石油，日本製黄燐マッチ，ロシア製更紗，
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ロシア製，日本製，米国製，英国製などの煙草，ロシア製毛織物，日本製綿
花などである36)。この他にウラジオストック付近で採取された昆布，ポシェッ
ト湾周辺や清国北部の塩が，国境を越えて輸移入されている。一方，渾春か
らは，大豆，豆粕，豆油，生牛，獣皮，豚，木材，野菜などが輸出された37)0 
大豆，豆粕，豆油の輸出には，結氷期を除いてポシェット湾西側のハンシ港
の戎克船が多く利用された。暉春にとってのポシェット港とハンシ港との関
係は，前者を青島とすれば，後者は膠小1-湾における戎克貿易の中心地であっ
た塔埠頭に例えられた38)0 
ウラジオストックの有税港化とそれに対抗した清国暉春税関の開設は，暉
春経済の一大転機になった。 1910年初頭から徴税を開始した暉春税関は，国
内税制と関税との不整合によって，移出入貨物への課税や輸出入貨物への二
重あるいは三重課税を行った39)。1910年3月に，福記号，福祥号，福慶昌，春
成湧，義頭昌の 5名の有力商人の発起による珊春商務会の抗議の同盟休業が
発生した40)ことは，暉春経済が受けた深刻な影響を象徴的に表している。しか
し，暉春は，ポシェット湾を経由する対ロシア貿易から，咸鏡道の不凍港雄
基（今日の先鋒）と結びついて対日貿易への転換をはかり，この困難を克服
しようとした。暉春と雄基との輸送ルートには，結氷期を除いて主として渾
春河と豆満江の水運および咸鏡道の道路が使用された。豆満江岸に沿った咸
鏡道の鉄道が敷設される以前においては，水運と陸運の中継地として咸鏡道
の下汝坪が最も栄えた41)。1921年の雄基の開港とシベリア派遣日本軍撤退後
の長嶺子国境の閉鎖は，暉春と咸鏡道との補完関係を確かなものにした。こ
こに豆満江岸の国境貿易には，清津を海港とする龍井村および局子街貿易と，
雄基を海港とする渾春貿易という二大系統が分立し，両者とも発展していっ
た。 1923年の豆満江岸国境貿易における咸鏡道への輸出では，清津系が約478
万6千円で90%を占め，雄基系は約53万6千円で10%であるが，咸鏡道から
の輸入では，前者が約523万l千円で76%,後者が約161万7千円で24%であ
る42)。暉春にとって雄基は輸入港の役割を果たしており，かつての対ロシア貿
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易でのポシェット港の役割を受け継いでいる。さらに1926年をみてみると，
咸鏡道への輸出では，清津系が約664万円で74%,雄基系が約213万8千円で
24%, 咸鏡道からの輸入では，前者が約651万7千円で74%,後者が約233万
2千円で26%である 43)。両者とも著しい発展を遂げているが，特に瑯春貿易
は，豆満江岸国境貿易の 4分の 1を占めるまでに発展している。 1926年の暉
春から咸鏡道への農産物の輸出は，約172万2千円で輸出の約81%を占め，っ
いで木材が17%である 44)。農産物の輸出では，大豆が約141万7千円で82%,
輸出総額においてみても66%に達している。また同年の咸鏡道からの輸入で
は，金巾をはじめとする綿織物が約117万5千円で輸入の50%を占め，ついで
小麦粉が11%,打綿が4%,麻袋が3%,以下，履物，砂糖，石油，燐寸な
どである45)。すなわち，暉春は雄基を中継港として大豆と木材を輸出し，綿織
物などの工業製品を輸入したのである。このような貿易構造は，自由港時代
のウラジオストック貿易と基本的な変化はなく，海港がポシェット湾から雄
基に移ったに過ぎないといえよう。
このように渾春と沿海州との関係が稀薄になり，咸鏡道との関係が密接に
なっていった直接の原因は，沿海州との国境の画定自体にあるのではなく，
国境の自由往来の禁止にあったことが明らかである。
一方，沿海州をみてみれば，北京条約後も跨境民族としての朝鮮人の社会
とその発展をみることができる。沿海州の朝鮮人の歴史は，帝政ロシアおよ
びソ連のシベリア政策に決定的な影響を受けている。
沿海州において朝鮮人移住者がロシアによって確認されたのは，北京条約
後の1863年とされている 46)。しかし，朝鮮人と沿海州とのかかわりはもっと古
く，すでに1858年には咸鏡道出身の韓ー歌がポシェット湾周辺で農業を営ん
でいた47)。いずれにしてもロシアによって確認された朝鮮人は， 13戸が官有地
に居住しており，翌1864年には60戸， 308人となり， 1868年には165戸， 1869
年には766戸へと急速に増加している 48)。1863年から1884年までの移住朝鮮人
は， 1,164戸， 5,447人に達し， 3,357デシャーチンの土地を占有してポシェッ
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ト区南部に10ヶ村を形成した。このように初期の入植地はポシェット湾周辺
に限られており，移住者は朝鮮北東部の海岸から日本海を小舟で渡ったり，
ひそかに豆満江を渡河した。ところが沿海外1南部に入植していた朝鮮人は，
その後さらに北方へと転移住していく。これには，移住者の自由な行動によ
るものとロシアの政策によるものとがあった。 1867年から1869年にかけて，
ポシェット区の10ヶ村の住民の一部が，新しい入植者とともに緩芥河地方に
転移住し， 680戸， 3,321人， 3,192デシャーチンを占有する 4ヶ村を形成した
とされる例は前者である。また1872年にブラゴベシチェンスクの黒龍江下流
の地点にブラゴスロウェンノエ村がつくられたのは，後者の例である。ブラ
ゴスロウェンノエ村の入植者は，蘇城（スーチャン）やラズドリノーエ付近
に居住していた約千人の朝鮮人のうちの103戸， 431人である。移住に要した
16,570ルーブルの費用は，ロシア政府が負担した。入植者には，ギリシャ正
教への改宗を条件として， 20年間の地租の免除，人頭税の永久免除， 1戸当
り100デシャーチンの土地とロシア国籍が与えられた。このように朝鮮人を新
領土開発の労働力として積極的に利用しようとしたロシア政府の政策は，朝
鮮人をさらにシベリア移住へと駆りたてた。 1884年に朝鮮とロシアとの間で
結ばれた京城条約は，朝鮮人のシベリア移住史における画期的な年である。
この条約で朝鮮政府は，自国民のロシアヘの移住を認めると同時に，ロシア
政府は入国した朝鮮人の帰化および自国民としての同等待遇を約したのであ
る49)。北京条約直後から1883年までの朝鮮人のロシア領への出国者戸数は，
1869年を除き，最も多い1883年でも85戸であったが， 1884年には132戸に激増
している50)。京城条約の影響が，きわめて顕著に表われている。なお1869年の
出国者戸数が200戸にも達したのは，朝鮮北部の大凶作が大きく影響してい
る。京城条約後，シベリアに居住する朝鮮人は，ロシア政府によって 3種類
に区分された51)。すなわち1884年以前にロシア領に移住した朝鮮人には，ロシ
ア国籍と 1戸当り 15デシャーチンの末墾地が与えられた。，ロシア国民として
土地を所有したこのような朝鮮人は，後年に「元戸」と称された。これに対
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して国籍と土地をもたない朝鮮人は「余戸」といわれる。 1884年以降の移住
者は，農業などの事業を 2年間の猶予期間中に閉鎖して出国しなくてはなら
ない。猶予期間中であっても，これらの朝鮮人は現物および金銭納税義務を
負った。これ以外の居住者は一時的滞在者とみなされ， 1年間に 5ループル
を支払って居住権を得た。しかし，このような区分が必ずしも厳密に施行さ
れたわけではない。 1884年以降の移住者に対する出国猶予期間が延長された
こともあり，また1898年には，これらの朝鮮人のうち 5年以上の居住者には
ロシア国籍が与えられたこともあった。さらに1900年の北清事変での多数の
中国人のロシア領からの退去があり，その跡地への入植などによって朝鮮人
の居住地は急速に拡大していった。砂金場の金鉱労働者としての朝鮮人が急
増するのは，この時以降である。
ロシア政府の朝鮮人政策の転換は，日露戦争後に訪れる52)。1907年には，ロ
シア国籍朝鮮人への最後の土地分配が終了し，金鉱労働者への朝鮮人の雇傭
制限が定められ，翌1908年には金鉱から朝鮮人労働者が追放された。同年に
は，朝鮮人と中国人への官有地の賃貸が禁止されている。さらに1909年から
1911年にかけて，ロシア国籍朝鮮人に対する権利資格審査の実施と官有地払
い下げの禁止，シベリアにおける官業への外国人労働者の雇傭禁止と外国人
への官有地の賃貸禁止などが，次々と実施された。特に1911年の外国人に対
する差別的な政策は，ロシア国籍朝鮮人にまで不当に適用されている。表ー1
は， 1882年から，京城条約，北清事変，日露戦争などのシベリアの朝鮮人に
表 1 沿海州の朝鮮人人口の推移
-----—年 1882 1892 1902 1908 
ロシア人 8,385 57,000 66,320 383,083 
朝鮮人 10,137 16,564 32,410 45,397 
ロシア国籍者 12,940 16,140 16,190 
非ロシア国籍者 10,137 3,624 16,270 29,207 
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とってきわめて重要なできごとをはさんで， 1908年までの沿海州の朝鮮人人
口の推移である 53)。これは，ロシアの朝鮮人政策の転換を明らかに反映してい
る。 1892年においては，朝鮮人の78%がロシア国籍をもっており，京城条約
後における朝鮮人への積極的な国籍付与を物語っている。いうまでもなく，
移住奨励政策の一つである。 1902年のロシア国籍者の割合は50%に低下して
いるが，ロシア国籍人口そのものは増加しており，入国者の激増に起因した
現象である。ところが1908年になると，朝鮮人人口はいぜんとして増加して
いるが，ロシア国籍者は全く増加していない。従って，その割合は36%に低
下している。この政策の転換は，新領土の開発にアジア人労働力を積極的に
利用しようという「黄色ロシア」論から「黄禍」論への転換を表わしている。
つまり多数の朝鮮人が太平洋側のロシア領土に広大な土地を占有すること
は，ロシアにとって軍事上の一大障害であるとともに，内国移民政策にとっ
ても障害であるという考え方である 54似軍事的障害とは，ロシアが再び日本や
中国と戦火を交えた場合，朝鮮人はロシアの敵と手を組むに違いないという
疑いと恐れである。内国移民政策上の障害とは，入植したロシア農民の多く
が，自分の土地を朝鮮人に貸し与えているという実態である。内国移民政策
による沿海州のロシア人人口は表ー1のとおりであるが，今世紀に入って以降
に激増している。これは，ヨーロッパロシアからシベリアヘの輸送ルートの
整備による。沿海外1へのルートにおいては， 1903年に営業を開始した最短ル
ートである東支鉄道である。そのうえ日露戦争の終結による入植地の安定は，
飛躍的に多くの入植者を引き入れた。ロシアの政策転換の直接の動機は，増
加するロシア人移民の保護にあったとみることができる。
ロシア革命直後のロシアの朝鮮人政策は，黄禍論を継承したように思える。
その最もよい例が，国境自由往来の禁止である。特に1922年10月のシベリア
派遣日本軍の撤兵後においては，厳重な国境警備が行われた。いうまでもな
く朝鮮人のロシア領への入国は，京城条約以降も大半は密入国である。旅券
を所持して，ロシア側が定めた国境通過許可地点を正規の入国手続きを行っ
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て入国する者の数は限られていた55)。例えば，沿海州に居住する朝鮮人のうち
正規の旅券を所持している者は50分の 1に過ぎないといわれたり， 1906年に
朝鮮政府旅券からロシア政府の国内旅券に更新した朝鮮人は3,714人だが，同
年の朝鮮人入国者数は実際には男性だけでも約3万5千人にも達したといわ
れていることは，密入国の実態をよく物語っている。日本の朝鮮併合に際し
てロシアは，日本の国内問題であるという立場をとった。だが日本との間で
1907年に結ばれていた日露通商条約によって，日本国民が有していた最恵国
待遇を朝鮮人には適用しなかったし，日本人が入国する場合の75カペーグの
入国税は，朝鮮人に対しては 5ルーブルという高額であった。これは，朝鮮
人に対する事実上の入国制限であったが，大半の入国者にとっては障害とは
ならなかった。密入国つまり国境の自由往来である。しかし，日本軍撤兵後
の国境警備はかなり徹底したもので，さらに1925年の日・ソ条約の締結以降
においては旅券所持者の入国にも厳しい審査が行われるようになり，事実上
の入国禁止に近い措置がとられた。この結果，入国者は大幅に減少し，シベ
リアに居住する朝鮮人はソ連政府によって 3種類に区分された56)。すなわち，
1884年以前に入国したソ連国籍の者，旅券を所持して合法的に入国して20年
以上居住している者，旅券を所持する一時的滞在者である。ところが実際に
は， 20年以上の居住者であっても再入国の際にはソ連への帰化の宣誓が強制
されたし，一時的滞在を目的として旅券を所持して入国しようとしても，容
易に査照入国は認められなかった。すなわち国境の閉鎖である。ソ連による
国境閉鎖の経済的原因の一つに，内国移民政策との関係をあげることができ
る。 1926年から10年間に， 50万人をヨーロッパロシアからシベリアに移住さ
せるという計画である57)。その第 1段階として， 1925年から翌年にかけて
8,400戸， 5万3千人が入植し，そのうち2,100戸， 1万4千人に土地分配が
完了している。帝政末期の1906年から1910年までのシベリアヘの内国移民が，
5年間で20万人弱であったことと比較すれば，ソ連による移民計画はさらに
大規模であったことを理解できる。帝政末期と同様に，国境閉鎖は自国移民
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保護政策の一つである。だが，この後のソ連政府の朝鮮人政策をみれば，必
ずしも自国移民の保護だけが目的であったとはいえない。
3. 沿海州の朝鮮人社会の発展
すでに前世紀末の沿海小"'南部には，間島や咸鏡道に勝るとも劣らないほど
豊かな朝鮮人社会が形成されていた58)。渾春から未熟な生牛を輸入して成育
し，牛肉用として大量の牛をウラジオストックに供給していたのは，ポシェ
ット地方に居住していた朝鮮人である。沿海州南部でのロシアの軍事と行政
の要地であったノーキエフスクでは，約 1千人の住民の大半を占めていたの
は朝鮮人で，駐留していた 1万名のロシア軍に肉と穀物を供給した。ポシェ
ット湾沿岸の朝鮮人村落では，原始的な方法によってではあったが塩を生産
しており，中国人商人を通じて暉春に輸出していた。ノーキエフスク周辺の
農村人口の全ては朝鮮人で，これらの朝鮮人農民は一般に非常に豊かな生活
を営んでいた。ノーキエフスクの北方のヤンチヘ村は，朝鮮人農民の豊かさ
をよく表わす例である。この村は， 140戸の朝鮮人が750エーカー(304ヘクタ
ール）の土地に入植しているこの地方での最大級の村であった。谷間の平坦
な黒土はよく耕され，この地方の殆んど全ての穀物と野菜が栽培され，農作
物が集積されていた。村の家屋は朝鮮式であるが，朝鮮内地に比較して非常
に立派で，屋内の家具や備品についても朝鮮内地の高官の家庭に匹敵した。
村には，学校，ギリシャ正教会，警察署が整っていた。学校では朝鮮人とロ
シア人が共学し，近隣の400人ほどの朝鮮人が洗礼を受けており，警察官は朝
鮮人である。ヤンチヘ村の豊かさの原因は，換金作物としての野菜栽培にあ
る。当時の沿海州の農業においては，労力を惜しまず入念に耕作する朝鮮人
農民の生産力は，一般的にロシア人農民をはるかに上回っていた。純農民の
収益比較においても，カザケーウィッチ村の朝鮮人とイワノフカ村のロシア
人では， 2倍の差が認められている59)。すなわち， 1デシャーチン当りの収益
は，前者が7ルーブル54カペーグであるのに対して，後者は 3}レーブル48カ
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ペーグに過ぎない。さらに，ャンチヘ村の朝鮮人の野菜栽培では， 10ループ
ル41カペーグである。単位耕作面積の収益は，ロシア人農民の実に 3倍に達
している。ヤンチヘ村で栽培された野菜は，ノーキエフスクに駐留する 1万
名のロシア軍やウラジオストックという大消費地に供給され，この朝鮮人入
植地を豊かに築き上げた。
朝鮮人社会に経済の発展をもたらした要因が，咸鏡道や暉春やウラジオス
トックとの自由往来による人口の増加と交易であったことは明らかだが，む
ろんそれだけではない。朝鮮人社会における自治60)は，入植者の経済活動への
積極性を高め，さらなる発展に大きく貢献している。各地区の首長は，その
村の長老あるいは村長が務めており，秩序の維持と税金の徴収に責任を負っ
ている。首長にはロシア政府から給料が支払われるか，または種々の定期的
な手当が支給されている。ロシア政府による課税額は，年間 1単位農地当り
10ルーブルである。道路，排水溝，橋，学校のような地域社会の公共施設の
整備に供される地方税の額は，村民自身の決定にゆだねられているが，年間
1単位農地当り 3ルーブル以下に制限されている。土地を所有していない者
は，年間 1ループルから 2ルーブルを支払う。村の警察官，判事などを含む
全ての官憲は朝鮮人で，これらの官憲は村の朝鮮人の中から朝鮮人自身によ
って選出される。このような高度の自治制度によって，公共施設はよく整備
され，衛生管理が徹底されている。しかし，自治はなによりも経済活動の自
由を保証することによって，人々の積極性を引き出している61)。人々が経済活
動によって利益を得た時，朝鮮内地でのようにそれを強奪する高官も両班も
存在せず，大きな財産を築き上げても貧欲な役人の注意を引くこともない。
富は朝鮮では個人にとって危険の源になるが，この入植地では逆に信用を与
えてくれる。沿海州においては，努力によって自らを福裕な農民階級に高め
た朝鮮人や，ロシア官憲とロシア人開拓者から等しく勤勉であると高く評価
される朝鮮人は，決して例外的な存在ではなかった。この結果，多くの朝鮮
人農家で見ることのできる満たされた穀物倉，品種改良された黒豚，ウラジ
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オストック市場向けの太った雄牛，整備された牛車と農機具などが，朝鮮人
社会の繁栄を立証していた。沿海州南部に形成された新しい朝鮮人社会をと
り巻く発展の条件は，間島と同様に朝鮮内地の旧社会を上回っていただろう。
今世紀になると，沿海州の朝鮮人社会の発展にとってさらに力強い要因が
加わっている。稲作の普及である。稲作が沿海州に伝えられたのは，前世紀
の朝鮮人の入植と同時期であった。この時には，主として日本海沿岸で試作
されたが， 4月中旬から 7月中旬にかけて多発する濃霧の影響によって成功
を見ないまま中断されてしまった。 1917年に咸鏡道出身の申友景が，グラデ
コオ東北のロアゼリンで稲作を試て，その年に好収穫をあげた62)。これが，本
格的な沿海州稲作の先駆といわれている。申友景の稲作がどのようなきっか
けによるものかは明らかではないが，隣接する間島の稲作の発展と全く同時
期である63)。間島での稲作の成功に影響を受けた可能性は大いにある。1920年
の沿海州の稲作地帯は，創業地であるグラデコオ周辺を中心にして，ニコリ
スク，スパスカヤ，スーチャン，ラズドリノーエ，南部ウスリーなどの地方
である。当時，沿海州の稲作適地は約300万デシャーチンといわれていたが，
1920年の稲作既耕地は 1, 2 8 6デシャーチン，玄米収穫高は38,730石であ
った64)。まさに緒についたばかりで，将来へ向けて非常に大きな可能性を有し
ていた。 5月下旬から 6月中旬にかけて水田に直播し， 9月下旬から10月中
旬にかけての冬期に入る直前に収穫する。申友景が使用した種子は北海道産
の小田代であったが，後に咸鏡道産の黄租も使用されるようになった。早稲
種を直播する寒冷地耕作法は間島から伝わったもので，沿海小"'稲作が成功し
た最も大きな要因である。このような耕作法は，北満州での稲作においても
採用されている。沿海州での米の収穫はきわめて良好で，咸鏡道の稲は 1穂
につき100粒ほどの籾であったのに対して， 250粒にも達したといわれてい
る65)。当時の沿海州の耕作では，除草や間引き，施肥することな<,3~4年
間はかなりの収穫を上げることができたといわれており，この地方の処女地
がいかに肥沃であったのかをよく物語っている。新しい農産としての稲作は，
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むろん朝鮮人の独占的事業であって，この地方の朝鮮人社会の経済に画期的
変化をもたらした。
ヤンチヘ村の朝鮮人の豊かさは換金作物としての野菜栽培によってもたら
されていたが，稲作創業地のグラデコオ周辺の朝鮮人はアヘンの生産で現金
を得ていた。 1920年頃のグラデコオ周辺の朝鮮人村落は， 37ヶ村，約1,500戸，
人口約 1万人といわれていた66)。これらの村々の中で中流の生活を営んでい
たある朝鮮人一家7人の農産物の年間収入は，水稲(450円），アヘン(300円），
燕麦 (160円），小麦 (136円）などが主である67)。水稲とアヘンの収入が年間
総収入の 2分の 1以上を占める。これらの農作物収入を耕作面積との関係で
みれば，アヘン収入が群を抜いている。全耕地面積の 7%に過ぎないアヘン
が，総収入の22%を稼いでいる。 1プード (16.38kg)当りの収入をみれば，
アヘン (600円），水稲 (300円），燕麦 (160円），小麦 (136円）の順である。
'沿海州はアヘンの特産地で，集積地であるとともに一大消費地でもあるウラ
ジオストックやハルビンに出荷されていた。ロシア沿黒龍総督は， 1912年に
ケシの栽培を禁止していたが，ロシア官憲の腐敗によってなかば公然と栽培
されていた。この朝鮮人の農産物収入の内訳によって，アヘンの高収益性を
よく理解することができる。ところがアヘンの生産は，大きな危険性と不安
定性を伴っている。ロシア官憲への贈賄費用や馬賊への贈金が必要とされる
うえに，ケシの収穫期における掠奪の危険性がある。つまり危険性が高い割
には実質的な利益は意外に大きくないというのが，アヘン生産の実態であっ
た。沿海州での稲作の普及とともに，朝鮮人のケシの栽培は漸次減少してい
ったことは当然である。すなわち，アヘンから稲作への転換である。
国境の自由往来による沿海州への朝鮮人の流入が，この地方の労働力人口
を増大させ，朝鮮人社会の経済の発展にとって重要な役割を果したことは事
実である。その反面，土地と国籍を有する者とそうでない者との分化が生じ，
利害の対立が深刻化していったことは必然的である。ロシア政府の黄禍論に
よる朝鮮人政策は，この分化と対立にいっそう拍車をかけた。ロシア政府は，
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1907年をもってロシア国籍朝鮮人への土地分配を打ち切り， 1910年には全て
の外国人への官有地の賃貸を禁止している。あらたに入植する朝鮮人にとっ
て残された方法は，ロシア人やロシア国籍朝鮮人の私有地で小作人や農業労
働者として生活する以外にはない。ここに朝鮮人社会は，国籍と土地を有す
る元戸とそうではない余戸という二つの階級に分化した68)。国境が閉鎖され
る以前においては，年をへるに従って，余戸の人口が元戸を上回っていった
ことは容易に推測できる。余戸の多くは，ロシア人の私有地に小作人として
住み着いた。元戸が余戸を排斥したのとは逆に，ロシア農民は朝鮮人小作人
を歓迎したからである。ロシア政府による土地分配が終了する以前において
の朝鮮人社会では，あらたな入植者は，同族を頼って寄食しながら生計の道
を探るという生活が一般的であった。入植者は同族にかくまわれ，密入国が
発覚することは少なかった。ところが土地分配の終了後，元戸はあらたな入
植者を拒否しただけでなく，所有地に余戸が居住したり耕作することをも許
さなくなった69)。それまでと異なり，両者の間に対立と緊張が生じるようにな
ったのである。一方，東部シベリアに入植したヨーロッパロシアの農民は，
前住地での農具，種子，耕作法がこの地方では殆んど役に立たないことを短
期間で思い知らされていた。例えば1909年のイルクーツクにおけるヨーロッ
パロシアヘの帰還移民に関する調査では，帰還理由の第 1位は洪水による被
害 (22%),第2位は入植地の湿潤 (21%)である 70)。1910年の満州里とスト
レテンスクでの調査においても，第 1位が移住地の湿潤(23%),第2位が洪
水による被害 (19%)である。さらに入植地での生活をわずか 3ヶ月以内で
あきらめて帰還する移民が， 1909年では帰還者全体の62%,1910年では58%
である 71)。この地方の自然風土が，ヨーロッパロシアの農民にとっていかに厳
しいものであったかをよく表わしている。入植地にふみとどまったロシア人
農民は，自ら土地を耕したのではない。政府から分配された土地に，小作人
として朝鮮人を迎え入れたのである。ロシア人が朝鮮人に小作させていた農
地面積は， 1909年の統計に表わされただけでも 1万デシャーチンにのぼって
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いた72)が，実際にはもっと広大な土地が朝鮮人によって耕されていた。1909年
の「勅命沿黒龍踏査隊」の報告では，沿海州ではわずかにハンカ湖畔を除く
だけの大半の土地が，朝鮮人に耕作されているといわれている73)。まさに黄色
ロシアが形成されようとしていたのである。ロシア政府の朝鮮人政策の転換
の背景をよく物語っている。だが，この政策転換は，元戸と余戸の分化およ
び余戸の増加を加速させ，ひいては朝鮮人社会内部の階級対立を顕著にする
ことになった。この緊張関係にはきわめて険しいものがあり，後に元戸の一
部はシベリア派遣日本軍に積極的に協力し，朝鮮人パルチザンと鋭く対立し
ている 74)0
4. 豆満江 "NET"の破壊
ロシア革命後のシベリアでは，1923年に農村ソビエトの選挙が終了して458
の農村ソビエトが組織されたが，そのうちの122が朝鮮人の農村ソビエトであ
った75)。その後，小規模の農村ソビエトが統合されて1930年頃には77となっ
た。朝鮮人は沿海州南部に集住しており，ポシェット村では地方住民の99%
に当る15,156人，バラバセボ村では83%の12,297人，ウラジオミール・アレ
クサンドロフスク村では58%の13,767人，スイフン村では43%の11,823人が
朝鮮人であった。また，ウラジオストック管区に集住していた朝鮮人は， 1926
年にはこの地域の人口の 4分の 1を占めており，スーチャン地方とポシェッ
ト地区には大きな朝鮮人社会があった。この地域の数十の朝鮮人村は「朝鮮
民族区」に統合されていたが，民族区の住民の95%は朝鮮人で，稲作，漁業，
木材の伐採などに従事していた76)。
すなわち，ロシア革命とそれに伴う戦乱を乗り越え，沿海州南部の朝鮮人
社会は健在した。これに止まらずポシェット地方の朝鮮人社会は， 1929年末
から断行された農業の全面的集団化をも克服した。だが，その過程において
は数々の苦難を経験したことが明らかにされている。全面的集団化の開始直
後の朝鮮人の満州への大量流出や，「大ロシア主義的排外主義」に対する闘争
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などである 77)0
朝鮮人の満州への流出に関しては，当時においても， 1929年10月現在のシ
ベリア在住朝鮮人の概算総人口16万人の約30%に相当する 5万人が流出した
とみられていた78)。南部ウスリー地方に居住する朝鮮人は，約8千戸， 4万2
千人とみられていたが，そのうち 1万4千人が満州に流出している。満州に
おいては， 1930年1月以降，瑯春地方に 6千戸，土門子地方に 3千戸，五道
溝地方に500戸，馬済塔方面に1,500戸，黒頂子に500戸が流入した。このため
暉春市内の朝鮮人人口は， 70%以上も激増したといわれる。また咸鏡道の慶
源（今日のセッピョル）を通過した者は， 440戸， 3,313人と記録されている。
恐らくこの人々は，朝鮮に帰還したのではなく，間島への最短ルートとして
慶源を通過したのであろう。満州東北部においても，ニコリスク方面の居住
者は東寧に，スパスカヤ方面の居住者は緩続河に，スマロフカ方面の居住者
は密山に流入した。 5万人とみられたソ連領からの流出者のうち，およそ 1
千人は朝鮮に帰還したが，他は全てが満州に流入したとみられている。流出
者の圧倒的多数が，朝鮮にば帰還しなかったことは注目に値する。
全面的集団化での「大ロシア主義的排外主義」とは，朝鮮人に対する差別
政策をさしている。例えば，ウラジオストック当局は，朝鮮人の犠牲のうえ
にロシア人農民に特権的待遇を与えたとして，隣接した二つの新しいコルホ
ーズの事例がかかげられている79)。一つはロシア人コルホーズ「オクドヴァ」
で，もう一つは朝鮮人コルホーズ「チホーキアネッツ・レヴォルチオネル」
である。朝鮮人コルホーズの 1戸当りの土地面積が20エーカーであったのに
対して，ロシア人コルホーズでは59エーカーであった。朝鮮人は，この不平
等に対して抗議したが，結果的に事態をいっそう悪化させた。共産青年同盟
が，朝鮮人の打倒に加わったのである。朝鮮人はさらに抗議の行動として，
ウラジオストック近くのいくつかのコルホーズを解散させる主導的役割を果
した。
シベリアでの朝鮮人農民の農業生産力が，ロシア人農民に比較してかなり
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高いことを考慮しても，与えられた土地面積の不平等は明らかである。全面
的集団化の過程においては，数々のコルホーズの解散と統合があったが，差
別政策への朝鮮人の抗議行動が一定の役割を果していたことがわかる。
全面的集団化でのこのような朝鮮人の苦難については，当時においてもす
でに指摘され，適格な分析が行われていた。すなわち，ソ連政府は，ロシア
人あるいは共産党員に肥沃な既墾地を与え，朝鮮人その他の少数民族を末墾
地に入植させる政策をとり，そのうえに1926年以降のヨーロッパロシアから
の大規模移民と1930年の第 1次5ヶ年計画の実施とが重なって，朝鮮人の出
国者が激増したのである8叱朝鮮人の大量流出の結果， 1931年現在のシベリア
在住の朝鮮人人口は，表ー2のように194,249人で1924年の約18万人と大差な
し ~81)
゜
表2 1931年のシベリア在住朝鮮人人口
＼ 戸 人
沿 海 州 9,823 49,012 
ウスリー州 5,701 28,505 
ハバロフスク州 7,942 39,720 
下アムール州 6,280 31,434 
ユダヤ民族自治州 2,220 11,600 
アムール州 1,349 6,745 
ゼ ヤ 州 1,058 5,250 
サハリン州 926 4,628 
カムチャッカ州 3,275 17,354 
合 計 38,674 194,249 
全面的集団化によって伸び悩んだのは朝鮮人人口だけでなく，農業生産は
むしろ低下した。階級としての富農の清算というスローガンによって，農村
で実力を貯えていた農民が追放され，残った農民は都市から派遣された労働
者の指導下でコルホーズに組織されたからである。特に畜産の受けた影響は
深刻で， 1930年から1933年までの間で牛の頭数は26%も減少したといわれて
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いる82)。
ポシェット地方の朝鮮人社会が，全面的集団化を克服する過程では，この
地方の朝鮮人共産党員の指導力が高く評価されている。キム・アファナーシ
ーが書記を務めた人口 4万6千人のポシェット地方では， 64の農村ソビエト
の形成によって95%という高い集団化率を達成し，「全面的集団化地区」とな
った叫このことは，近年においても，当時のシベリアの朝鮮人のソ連国家と
スターリンに対する忠誠心の高さを示すものとたたえられている84)。しかし，
全面的集団化を克服したポシェット地方の朝鮮人社会は例外的な存在で，そ
こにはソ連とその指導者への忠誠心ということの他に合理的な説明が必要で
ある。つまり，この地方の住民と官憲が朝鮮人で占められていたために，集
団化での差別政策の余地がきわめて限られたのである。そのうえ満州と日本
統治下の朝鮮に国境を接するという地理的条件は，ロシア人農民や都市労働
者にとっては決して有利ではなく，むしろ避けるべき地域とみなされただろ
う。このような状況において朝鮮人共産党員の優れた指導があれば，他の朝
鮮人社会が受けたほどの混乱を回避できたであろう。むろん元戸と余戸との
利害の対立の中での集団化によって，少なからぬ混乱があったことは容易に
推測しうる。国境を接する渾春，黒頂子，慶源へと流出した人々が，どの地
方の朝鮮人社会のいかなる階層であったのかは不明だが，これらの人々の中
にポシェット地方からの流出者が含まれていなかったとは考えられない。
このような数々の困難を克服することによって形成され発展してきたシベ
リアの朝鮮人社会は， 1937年9月から10月にかけてのきわめて短い期間に，
ソ連政府の政策によって消滅した85)。9月には，朝鮮人は集住地であるスパス
ヵャ，ポシェット，グラデコオ，ユダヤ人自治州などをはじめとした諸地域
およびその他から減少した。最初の輸送列車で合計74,500人の朝鮮人が送り
出された。ソ連内務人民委員・国家保安委員会委員長エジョーフは，ソ連人
民委員会議議長モーロトフに次のような報告をしている。すなわち「1937年
10月25日，極東からの朝鮮人の立ち退きは終了した。全部で36,442家族，
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171,781人からなる124列車の朝鮮人が移住させられた。極東，カムチャッカ，
オホーツクに全部で700人以下の特別移住者が残ったが，彼らは本年11月1日
までに団体輸送列車で搬出されるだろう。」というものである。また1938年6
月に長嶺子国境から瑯春に脱出した後に日本に亡命した内務人民委員部極東
地方長官・ソ連陸軍3等政治大将リュシコフは， 1万1千人の中国人が逮捕
されて 8千人が強制追放され， 18万人の朝鮮人が強制追放され， 2,500人の朝
鮮人が逮捕されたと記述している86)。朝鮮人が強制移住させられた土地が，ソ
連領中央アジアであったことはすでによく知られている。
朝鮮人の追放が極東地方にもたらした損失は，ウズベキスタンでの成果に
よって相殺されたという見解がある87)。あらたな入植地となった中央アジア
での，朝鮮人の活動に対する評価である。つまり，全面的集団化に抵抗して，
逃亡あるいは死亡し，人口の38%に相当する140万人を失ってしまった遊牧民
カザフ人の跡を補ったことと，末墾地の開墾と農業の発展への貢献である。
ソ連政府は，中央アジアに入植した朝鮮人に対して，特に稲作と果樹栽培を
期待した。新しく組織された朝鮮人コルホーズには，初年度の租税の免除，
農具や化学肥料の供給面での全面的支援などが与えられた。朝鮮人は，この
期待と支援によく応えた。
一方，極東地方での損失は，どのように補われたのであろうか。極東地方
での損失は，旧朝鮮人居住地の全ての地域において，労働力の著しい不足と
なって表われた88)。このため，内部人民委員部極東地方管理局に労働力不足に
対処する移民部があらたに設けられた。そこでは，ヨーロッパロシアからの
移民の他に，赤軍復員兵士を旧朝鮮人ソホーズやコルホーズに入植させ，定
住させることに大きな努力が払われた。しかし，これらの入植者が置かれた
状況は非常に困難で，旧朝鮮人居住地への入植問題の解決には長い時間が必
要とされた。 1937年の1,062経営の入植を最初として， 1938年に1,027経営，
1939年に1,550経営が送り込まれた。 1940年の入植は，主としてその地方に展
開していた赤軍復員兵士を対象に行われ， 7,278経営が入植して7,168経営が
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定住した。 1941年には，前年に比較してはるかに大規模な入植計画がたてら
れた。全期間をとおして，合計2万7千経営が入植し，そのうち16,900経営
が定住した。
入植計画の詳細は明らかではないが，全期間をとおしての定着率が60%ほ
どであったことは，入植事業が成功したとはいえないであろう。入植計画の
遂行を阻む大きな一因が，国境地帯における日本との軍事的緊張の高まりで
ある。例えば，朝鮮人の追放と前後して，ウスリー州では満州国との国境に
沿って，ソ連領内に幅20kmの無人地帯が設置された89)。このことは，ソ連自ら
が，広大な耕地や居住地を放棄したことである。つまり，朝鮮人にかわる労
働力の補填は，きわめて不充分であったと理解せざるをえない。
かりに朝鮮人にかわる労働力が量的に補填されたとしても，沿海州の農業
には補うことのできない分野がある。いうまでもなく，稲作である。ソ連極
東地方における稲作適地は，一説には 2千万~2千500万エーカーとみなされ
ていた90)。1921年の既耕地は， 21,590エーカーであった。稲作の成功はソ連政
府にも認められて「米作10ヶ年計画」として継承され，控え目な目標として
1936年には23万2千エーカーの作付が見込まれていた。これは， 10ヶ年計画
開始時の 7倍の作付面積である。しかし，この計画が完全に達成されていた
としても，この地方の稲作はそれ以上には発展しなかったに相違ない。それ
ばかりか，朝鮮人の追放によって，稲作は恐らく壊滅的損害を受けただろう。
第2次大戦末期以降のソ連の新聞は，労働戦線における顕著な業績によって
表彰された米や棉の生産者として，ウズベキスタンの朝鮮人のリストをたび
たび発表した91)。これは，ソ連領内の稲作中心地が，朝鮮人の移住に伴って沿
海州から中央アジアに移ったことを裏づけている。
シベリアからの朝鮮人の追放は，国家主義や帝国主義的立場に立って評価
すれば， 1938年8月から 9月にかけて，ポシェット地方の旧朝鮮人民族区に
勃発した張鼓峰事件によって，充分に正当化することが可能であるという見
解がある92)。すなわち，1936年から1938年にかけてのソ連と満州国との国境に
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おける数々の国境紛争によって，ソ連政府は自国の安全が脅かされていると
認めることのできる理由をもっており，自国内の朝鮮人の大部分が日本軍に
加担しないという保証はもっていなかったというものである93)。従って，張鼓
峰事件の勃発時に，すでにこの地方に朝鮮人が居住していなかったことは，
ソ連にとって幸運であったということになる。このような見解には，近年の
研究によって充分な根拠が与えられている 94)。1941年8月のドイツのソ連侵
攻直後，ソ連政府はヴォルガ沿岸のドイツ人自治共和国を解体し， ドイツ人
をカザフスタンなどに追放した。ドイツ軍のソ連領内侵攻とともに，多くの
少数民族がソヴィエト体制に反対して手を結ぶことを恐れたのである。事実，
チェチェン人やイングーシ人は， ドイツ軍の接近に合わせて反乱したといわ
れている。カルムイク人やカラチャイ人も1943年末から翌年初めにかけて
各々の自治共和国を解体され，中央アジアに追放された。このように，第2
次大戦前の粛清や今日の少数民族地域の状況などを考え合わせると，これら
の少数民族がドイツ軍を解放者として迎える可能性も否定できなかったとい
われている。
シベリアからの朝鮮人の追放は，朝鮮人が跨境民族として自国領内に存在
することをソ連政府が拒否したことである。それによるシベリアでの経済的
損失は中央アジアにおいて補われたというとらえ方は，ソ連全体の経済的得
失という立場においては一定の合理性をもっている。そのうえ軍事的には，
さらに合理性をもっていたといえるのかも知れない。しかし，今日，地域や
少数民族の主体性と自決権を尊重することが，人々の積極性を引き出し，そ
れが経済発展の原動力となり，さらなる経済の発展が紛争や緊張を防止する
ことができるという考え方に立てば，きわめて不合理である。朝鮮人の追放
は，間島，咸鏡道，沿海州南部とによって形成されていた豆満江 "NET"か
ら沿海州南部だけを完全に分離させ， "NET"を破壊した。このことは，他な
らぬ沿海州の発展を停滞させた。渾春を含む間島と咸鏡道とが，密接な関係
を保ちながら少なくとも1945年まで発展していった95)こととは，著しい対照
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をなしている。 1939年の図『1税関の輸出入額は1933年の40倍に達したこと，
1933年から1940年までに図憫税関が徴収した通行税は全てが入国税であった
ことなどは，双方の地域の活発な経済交流とともに，満州国の経済発展によ
る豊富な労働力の流入を表わしている。 1942年の図『1国境橋の往来者は 1日
に2万人で，人口 3万人の図『1で朝鮮との密貿易で生計をたてていた人々が
2万人にも達していたことは，双方の地域の補完関係を最もよく表わしてい
る。さらに咸鏡道から優秀な子弟が間島の上級学校に越境留学していた数々
の事例があり，文化的補完も無視することのできない関係であった96)。双方の
地域は，沿海州が分離した後もこのような "NET"としての機能を維持する
ことができたが，それは跨境民族としての朝鮮人の存在に支えられていた。
おわりに
1990年頃，中央アジアの朝鮮人社会において，ソ連の朝鮮人には自治領土
がなくてはならないという主張がなされたことがある97)。沿海州最南端のハ
サン市を首都とする朝鮮人自治共和国の創建構想である。新しい自治共和国
は，人口20万人の都市，確固たる農村構造と気候条件に適した専門的農業設
備を備えた人口 3万人の農村地域によって構成されるという計画である。そ
こでは，朝鮮人の伝統的農作物である大豆の栽培によって，ソ連の切実な食
糧不足の解消に貢献することが可能であるとされている。このような主張の
根拠は，朝鮮人の集住地であるウズベク共和国とカザフ共和国の人民は，強
制移住によって朝鮮人が受けた被害の賠償責任を負うべきではなく，朝鮮人
はロシア共和国に対して自治領土を要求する権利を有するという考え方にあ
る。すなわち，民族自決権の行使による原住地への復帰という形での賠償要
求である。むろん一方的な賠償要求ではなく，伝統的農業の復興によるソ連
の食糧問題への貢献と一体をなしている。この構想は，沿海州での農業復興
による豆満江 "NET"再生の一方策ととらえることができるかも知れない。
他方，中央アジアの朝鮮人社会には全く異なる意見もある98)。中央アジアで
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の農業における貢献によって，朝鮮人の中から数多くの社会主義労働英雄が
生まれたことは，ソ連朝鮮人の誇りであり財産である。稲作のキム・マンサ
ム，漁業のハン・アレクサンドラ， トウモロコシのリ・リュボーフィ，機械
整備のチェ・ピルムなどの人々が代表的である。この輝しい伝統は，稲作の
キム・ニコライやキム・エラスト，タマネギ栽培のシン・ヴェーラなどに受
け継がれている。世代の連続性と民族の最良の資質や伝統の継承こそが，ソ
連朝鮮人の将来にとって最も偉大な事業であるという考え方である。この考
え方においては，移住や出稼ぎには否定的である。
筆者は，いくつかの理由によって，後者を支持する。まず，朝鮮人自治共
和国の創建を主張する人達自身も予想している二つの問題である。一つは，
朝鮮人の再度の移住が行われれば，カザフ共和国とウズベク共和国は有能な
多数の労働者と農民を失ってしまうことである。かつての沿海州では，朝鮮
人が追放されたことで決定的な労働力不足をきたし，ついにそれを補うこと
ができずに "NET"が破壊された。今日，主体的に経済の発展に努力してい
る二つの共和国に対して，あえてこのような困難をもたらす必要はない。ニ
つめは，自治共和国の領域に想定されている地域には，すでに先住者となる
人々の生活と意志が存在することである。その人口が少数であればあるほど，
再度の朝鮮人の入植によって生じる問題は深刻にならざるをえない。
次に，自治共和国が創建されたと仮定しても，かつてのような跨境民族と
なりうるかどうかの問題がある。今日の中央アジアの朝鮮人にとってはロシ
ア文化が自らの文化の一部を形成しており，基本言語としてのロシア語，ロ
シア音楽などを離れては生活することができなくなっている。従って，この
ような現在の条件をより有利に生かす方法を求めるべきであるという考え方
がある叫言語をとり上げてみれば，ウズベク語あるいはカザフ語，ロシア語，
朝鮮語という複数言語環境が強いてきた負担とそれに払った多大の努力の結
果として，朝鮮人には二つの共和国の住民やロシア人にはない有利な条件が
備わった。このような努力による成果を自ら放棄することはきわめて非合理
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的であるばかりか，それにかわってあらたに半世紀以上も以前の朝鮮文化を
習得することは不可能である。より永い歴史を有する延辺の朝鮮族社会にお
いてさえ，朝鮮人としての条件に関する論争が行われている状況である 100)0
長期の空白期間と異なる政治・経済環境での生活によってつくり上げられた
異質性を乗り越え，今日の延辺と咸鏡道の人々との間に理解と信頼関係を築
き上げることは決して容易ではない。
さらに，豆満江 "NET"の再生は，関係する地域の人々や経済にいかなる
混乱や困難をももたらすことなく行われるべきである。いいかえれば，今日
の豆満江地域の現状から出発し，限られた条件の中での努力と不利な条件を
いかにして有利に転化させるかという方策を追求すべきである。豆満江地域
が "NET"として存在していた時期と今日の現状とを比較してみると，必ず
しも不利な条件だけが残されているわけではない。その第一は，鉄道網の充
実である。解放後の咸鏡道における清津と羅津間の鉄道敷設，咸鏡道の洪儀
と沿海州のハサンとを結ぶ鉄道橋の架設，暉春とザルビノ間の鉄道敷設であ
る。これらの鉄道は，豆満江地域の国境を越える輸送ネットワークの幹線と
して，今後の経済開発にとってなくてはならない条件である。そればかりで
はなく，清津と羅津間の鉄道と朝・ロ国境鉄道橋によって，朝鮮半島の西海
岸の仁川や南浦，新義朴1といった主要港と沿海州とが，鉄道で結ばれたこと
になる。発展の著しい環黄海経済圏と結びつくことの意義は，あらためて説
明するまでもなく，豆満江地域は，この東西陸上輸送）レートの中継拠点とし
ての役割を果すことが可能である。
第二は，近年における豆満江地域ボーダレス化への気運である。特に，朝・
中両国の積極的取り組みには期待をもつことができる。現在のところ具体的
には朝・ロ鉄道橋と朝・中国境の元汀橋だけであるが，この地域のボーダレ
ス化は "NET"の再生には欠かすことができない。むろんボーダレス化は，
貨物輸送だけではなく，人々の移動にも適用されなくてはならない。特に沿
海）、卜1における跨境民族の欠除を補ううえに不可欠であるとともに，この地域
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全体の労働力の流動性を高め，より合理的な労働力配分を可能にするだろう。
豆満江地域全体でみた場合の最も不利な条件が，沿海州南部の人口稀薄な
低開発の現状である。しかし，この低開発状態は，工業施設の立地条件とし
てはむしろ有利である。今日の咸鏡道や延辺に工業施設があらたに進出しよ
うとすれば，少なからぬ農地や居住地や山林を転用しなくてはならず，人々
の生活環境にも種々の影響をおよぼさずにはおかない。沿海州においては，
このような影響を最少限に止めることが可能であろう。さらに工業立地上の
有利性は，ボーダレス化による延辺と咸鏡道からの労働力と食糧の供給につ
いてもいうことができる。しかし，最大の有利性は，豆満江を隔てただけの
場所に先鋒，羅津，清津という鉄道で結ばれた三つの不凍港を有することで
ある。例えば沿海州南部に石油コンビナートが建設されたと仮定すれば，そ
の海港をあらたに建設する必要は全くない。ポシェット湾の自然を保存し，
豆満江の生態系を維持しながら，北朝鮮3港のうち最も北に位置する先鋒原
油埠頭の既存施設を利用することができるからである。石油コンビナートの
稼動に必要な種々の資材，機器，その他の原料の受け入れには，清津と羅津
を利用することができる。しかも北朝鮮3港は，環日本海諸港に対してほぼ
等距離に位置するという，環日本海のハプ港としての最も重要な条件を備え
ている。生産された石油製品は，小型タンカーによって，沿海州と朝鮮半島
東海岸諸港はもとより，日本の日本海沿岸の小規模港にも直接輸出される。
供給を受ける側にとっても大きなメリットがある。需要に応じた量の供給が
行われれば，建設にも維持管理にも多大の費用が必要とされる備蓄施設をよ
り小規模に押えることができ，小規模施設と小型タンカーは事故の被害をも
より小さく止めることができる。豆満江 "NET"の再生は，環日本海地域と
の間のこのような補完関係をつくり上げる過程において実現されることが最
も合理的である。そうすることによって， "NET"の再生を早めるだけではな
く，かつての紛争地域が再び紛争や緊張を経験することなく，逆に経済発展
地域に転化することが可能であるという一つのモデルを呈示することができ
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1) 拙稿「北朝鮮の中継貿易輸送計画についての一考察」（本学『経済論集』第46巻第 1
号， 1996年4月）および「再考・北朝鮮の中継貿易輸送計画についての一考察」（本学『経
済論集』第46巻第3号， 1996年8月），鶴嶋雪嶺「豆満江口開発への夢」（奥田東編『私と
朝鮮J1996年，明石書店）を参照していただきたい。
2) 拙稿「北朝鮮ルート論の系譜(1)」（本学『経済論集』第45巻第4号， 1995年11月）お
よび「北朝鮮ルート論の系譜(2)」（本学『経済論集』第45巻第5号， 1995年12月）を参照
していただきたい。
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乙水を以て両国の境界となすことを声明す。
4) 間島協約第3条の条文は次のとおりである。
清国政府は従来の通り図憫江北の懇地に於て韓民居住を承淮す。其地域の境界は別図を
以て之を示す。
5) 間島協約第5条の条文は次のとおりである。
図憫江北雑居区域内に於ける韓民所有の土地，家屋は清国政府より清国人民の財産同様
完全に保護すべし。又該江沿岸には場所を揮み渡船を設け，双方人民の往来は自由たるべ
し。但し兵器を携帯するものは公文又は護照なくして境を越ゆるを得ず。雑居区域内産出
の米穀は韓民の販運を許す。尤凶年に際しては伯禁止することを得べく，柴草は旧に依り
照弁すべし。
6) 間島協約第6条の条文は次のとおりである。
清国政府は将来吉長鉄道を延吉南境に延長し，韓国会寧に於て韓国鉄道と連絡すべく，其
一切の弁法は吉長鉄道と一律たるべし。開弁の時期は清国政府に胎て情形を酌量し日本
国政府と商議の上之を定む。
7) 『内藤湖南全集（第6巻）』 (1972年，筑摩書房） 427~428, 566~567ペー ジ。
8) 同上書 428, 566~567ペー ジ。
9) 朝鮮総督府「国境地方視察復命書」 (1915年），韓国史料研究所『朝鮮統治史料（第9
巻）』 (1972年，宗高書房）に収録， 889,891~892ペー ジ。
10) 同上書， 892ペー ジ。
11) 同上書， 893ペー ジ。
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81) 同上書， 384ページ。この人口統計は， 1931年3月にウラジオストックで発行された
「先鋒新聞j(後の『レーニン・キチJ) によるものである。
82) 前掲 rスターリン民族政策の研究」 272~273ペー ジ。
83) 前掲「在ソ朝鮮人のペレストロイカ』 37ペー ジ。
84) 同上書， 37ペー ジ。
98 
豆満江 "NET"の形成と破壊（西） 99 
85) ニコライ・プガイ・（高岡健次郎訳）「ソ連における朝鮮人の強制移住—その実相」
（札幌学院大学『人文学会紀要」第52号， 1992年12月） 216ページ。なお本稿では，林三
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96) 佐々木春隆『朝鮮戦争韓国篇（上）』 (1976年，原書房）を参照していただきたい。
例えば，後の大韓民国国会議長丁ー権は， 1917年に慶源で生まれたが，龍井の光明中学校
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